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〔一次点検評価：公社等の自己点検〕

視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立）

公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業

の企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメ

ントサイクルの視点

１ マネジメントサイクルの確立

令和３年度における経営計画等の具体的な成果目標とこれまでの評価、事業目標と

その実績（付表２）の評価

(1) 評価目標と実績

・ 教育旅行推進事業

教育旅行誘致キャラバン 23都道府県※ｵﾝﾗｲﾝ形式で実施（目標 8方面程度）

・ ホープツーリズムツアー販売事業

ツアー販売件数 141件（目標 55件）

・ 福島県観光物産館運営事業

売上額 752,560千円（目標 730,949千円） ※税抜き

・ 日本橋ふくしま館運営事業

売上額 341,407千円（目標 342,802千円） ※税抜き

(2) 事業目標と事業実績(付表２)に係る評価

ア 公益目的事業

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の動向等に留意し、オンライン等の手段

を積極的に活用しながら、本県の強みである自然、温泉、歴史、そして日本酒を始め

とする食や伝統工芸品などの魅力を活かし、地域連携ＤＭＯとして各観光関係団体等

と連携しながら誘客促進に努めた。また、アンテナショップや物産展における優れた

県産品の魅力発信と販売促進を図ったほか、流通業者や消費者からの情報を事業者・

生産者へフィードバックすることにより、競争力の高い商品開発と効果的な販路開拓

を支援した。

(ｱ) 観光振興事業

・ 国内誘客の推進については、ホームページや季刊観光情報誌等により本県の

魅力を積極的に発信し、専門家派遣による地域のコンテンツのブラッシュアップ

を行うなど、地域が主体となった観光地づくりを進めた。また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けている本県観光業の需要拡大を図るため、県と連携しな

（ ） 、がら県内宿泊者に対する助成と特典クーポンの配布 県民割プラス事業 を行い

支援金額の合計は３，９０９，８９２千円となった。

・ 教育旅行については、本県教育旅行のＰＲと誘致促進のため、学校等への教育

旅行誘致キャラバンや誘致セミナーをオンラインで行うとともに、教育旅行ワン

ストップ窓口の運営、ＳＤＧｓに対応した探究型プログラムの３８本の造成等を

行った。

・ 海外誘客については、外国人専門員による外国人目線での観光素材の掘り起こ

しや国別にニーズを把握しながら情報発信を行ったほか、訪日外国人の受入体制

を強化するため、多言語ホームページ、ＳＮＳ等による効果的な情報発信を行う

とともに、コンテンツの磨き上げや地域の受入態勢の拡充等を行った。

・ ホープツーリズムについては、教育旅行や企業等研修を中心として、地域の

関係団体等と連携したツアー造成、販売、催行を行うとともに、フィールドパー

トナーの育成事業を実施した。また、当協会がランドオペレーターとして、旅行

会社と連携しながらツアー実施につなげていく体制やオンラインモニターツアー

の実施体制を構築し、ホープツーリズムの更なる拡大を図り、前年度実績に対し

２７３．１％の参加者数となった。

(ｲ) 県産品振興事業

各アンテナショップ来館者に県産品の魅力発信と販売促進を図ったほか、流通業

者や消費者からの情報を事業者・生産者へフィードバックすることにより、競争力
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の高い商品開発と効果的な販路開拓を支援した。また、ＢtoＢ型(企業間取引)の卸

売事業による県産品の県外等への流通促進や販路拡大を図った。

・ 福島県観光物産館は、コロナ禍での県産品の流通促進を図るため、各コーナー

において、季節や客層に応じて商品構成を充実拡大し、販売商品の品揃えを豊富

にするとともに、新聞折り込みチラシ等（まん延防止等重点措置期間中（ ～8.26
、 ～ ）は配布せず）により話題商品等の紹介を積極的に行い、また、9.23 1.27 3.6

ふくしまラウンジにおける新メニューの提供、地元客向けの商品充実を通じて

新たな客層の開拓や利用者の満足度を高めたことにより、開館以来最高の売上と

なり、前年度実績に対し１０１．５％の売上となった。

・ 日本橋ふくしま館は、新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言により延べ

３４日間臨時休館（ ～ ）し、また、閉店時間の１時間短縮による営業R3.5.1 6.3
（ ～ ）を実施したが、首都圏において全国に誇れる日本酒やくだものR4.1.8 3.31
を始めとする優れた県産品の展示・販売や生産者による対面販売、県内各観光

協会等による各種催事企画を通じて、県産品の安全・安心や県内の震災後の復興

状況、季節毎の観光情報、定住・二地域居住情報等の積極的な情報を提供するこ

とにより、前年度実績に対し１０１．９％の売上となった。

・ 外販については、新型コロナウイルス感染症の影響により、省庁マルシェ等、

外販をほとんどできなかったが、企業単位での予約注文の受注や県産品カタログ

による通信販売、新たなＥＣサイトの活用、近隣飲食店を対象とした日本酒や

食材等の配達を行い、県産品の販売促進に取り組み、前年度実績に対し

１６４．５％の売上となった。

・ 物産展事業は、本県の優れた県産品のＰＲ及び販路拡大とともに、本県観光の

ＰＲを行い観光客の誘致促進を図るため、東北各県や全国の観光物産交流協会等

と連携の下、全国主要都市において観光物産展及び地下催事等を５０回開催し、

前年度実績に対し１２１．９％の開催回数となった。

・ 県産品流通促進事業は、単独では販売力の弱い事業者の販路開拓を支援し、

県産品の流通促進・拡大を図るため、展示・商談会等で開拓した小売店等への

、 。積極的な営業活動を行うことにより ＢtoＢ型(企業間取引)の卸売事業を行った

(ｳ) 施設管理運営事業

・ くろがね小屋は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、前年度に引き続き

宿泊者数の上限（５０人）を半数（２５人）に減らすなどの感染防止に努めなが

、 （ 、ら営業を行ったが 売店売上の増を図るための新たなオリジナル商品 Ｔシャツ

マグカップ等）の販売や、誘客促進のための登山用品店への安達太良連峰トレッ

キングガイドの設置、ホームページやＳＮＳでの情報発信等の取組を強化した

ことにより、前年度実績に対し１３８．７％の売上となった。

また、県による建替え工事が予定され、令和５年３月で営業休止となること

から、ホームページ、登山雑誌の広告掲載、登山用品店への通知等により周知を

行った。

・ 天鏡閣は、ホームページやインスタグラム等による積極的な情報発信、利用者

のＳＮＳ投稿促進のための割引クーポンの配布、各種イベントや館内での美術

作品展等を開催し誘客と利活用に努めるとともに、オンライン旅行商談会や教育

旅行オンラインツアーセミナーへ参加し、団体客の誘客促進を図り、前年度実績

に対し１２１．６％の入館者数となった。

、 （ ） 、迎賓館は 通常非公開である建物内部を期間限定 １００日間 で特別公開し

貴重な文化財の魅力に触れる機会を提供し、３５９名の入館者があった。

イ 収益事業

・ 天鏡閣軽食販売事業は、天鏡閣の館内及び屋外売店において軽食及びオリジナル

焼き菓子や県産品の販売、明治風ドレスの試着体験、ロイヤルティーとオリジナル

スイーツのセットの販売、道の駅猪苗代でのオリジナル商品の委託販売の開始等の

販路の拡大に取り組み、前年度実績に対し１３７．４％の売上となった。

２ マネジメントサイクルにおける環境変化・住民ニーズの把握方法

経営環境や住民ニーズの変化を把握するため、アンケート調査、学識経験者等からの
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情報収集などを行い事業運営に反映している。

(1) 販売を通した売れ筋商品等の情報収集と生産者等へのフィードバックによる商品の

改善等の提案

(2) 来店者に対するアンケート調査によるニーズの把握

(3) 物産展開催の百貨店売り場担当者からの売れ筋商品等情報収集

(4) 市町村や企業・団体、マスメディア等からの観光情報の収集

(5) 理事会・評議員会での意見並びに県の指導助言

(6) 教育旅行推進委員会・国際観光推進委員会での意見並びに指導助言

(7) ＰＯＳ管理システムによる売れ筋商品の把握及び在庫管理の徹底

３ 中期事業・運営計画(平成２６年度～令和２年度）

平成２９年３月 福島県商工業振興基本計画の改定に合わせて改定

平成３１年１月 福島県商工業振興基本計画の目標年度である令和２年度まで延長

令和 ４年３月 福島県商工業振興基本計画の改定に合わせて改定

※ 第３期中期事業・運営計画（令和４～８年度）

４ 人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針の策定(平成２９年３月策定）

当協会は、福島県との連携の下、観光と物産の振興の中核機関として大きな役割を担っ

ているところであり、その役割を確実に果たしていくためには、組織の充実強化が必要と

なっている。このため、組織運営上の課題を抽出し、人材の確保及び育成による組織運営

の充実強化の基本的な考え方を定めた。

◯ 基本的な考え方

安定した財源を確保することにより、正規職員の採用、これまで以上に職員の能力を

高めるための人事配置や研修の充実など積極的な人材育成を行い、組織力の向上を図っ

ていく。

※ 別添 人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針

視点２：経済性・効率性

事業の収支バランスと採算性・収益性の視点

１ 経営状況（付表３）及び経営分析等（付表４）についての評価

(1) 収支バランス

令和３年度の経常収益は、コロナ対策の大規模な委託事業（県民割プラス事業）の

受託や観光物産館の売上増加により、前年対比２６２．７％となった。

また、経常費用は、その反響で前年対比２６６．７％となり、当期一般正味財産増減

額は１６８，７３３千円となった。

余剰金については、管理運営上の財源不足に充当する特定費用準備資金と将来の資産

取得のための資産取得資金として、総額１７８，０００千円を積み立てた。

≪令和３年度積立額≫

〇 特定費用準備資金

・ 日本橋ふくしま館財政調整積立資金 千円10,000
・ 公益目的事業財政安定化積立資金 千円21,000
・ 施設管理運営事業財政安定化積立資金 千円35,000
・ 人材育成積立資金 千円25,000
・ 県産品振興事業財政安定化積立資金 千円50,000
・ 天鏡閣ホームページ改修資金 千円3,000

〇 資産取得資金

・ 観光物産館・日本橋ふくしま館販売管理システム入替資金

千円30,000
・ 物産館公用車購入資金 千円4,000

(2) 経費削減策

・ 能力開発、人材育成、適材適所の人事配置、公平・公正な処遇、適正な人事管理を



- -4

行うため、職員の勤務評定を実施（平成２４年度から）し、１２月の賞与及び定期

昇給に反映させている。

・ 事業費においても人件費、商品比率、消耗品費等、常に経費削減を意識しながら運

営に当たった。

今後も収支状況を勘案しながら、なお一層の経費の削減に努める。

２ サービス向上策の評価

・ お客様に対するサービスの向上、接客業務の改善及び運営の効率化を図るため、外部

講師による接遇研修を始め、各種団体の実施する講習会受講及び類似施設等の視察研修

を行い、職員の資質の向上に努めた。

・ 販売部門においては、消費者の要望を取り入れ品揃えの充実・拡大を図った。

・ サービス水準の向上を図るため、観光物産館、天鏡閣、くろがね小屋において、

お客様アンケート調査を実施、要望や意見を把握し、サービスの向上やクレーム対応に

努め、業務改善に取り組むとともに、職員間における情報の共有化を図った。

・ 観光物産館は、各コーナーにおいて、商品構成を充実拡大して販売商品の品揃えを

豊富にするとともに、新聞折り込みチラシによる地元菓子店のスイーツや弁当など話題

商品の紹介、ふくしまラウンジにおいて日本酒の飲み比べや新メニューを提供し、

お客様から好評を得た。

・ 日本橋ふくしま館においては、優れた県産品の展示・販売や生産者による対面販売、

県産品の安全・安心に向けた取組や県内の震災後の復興情報、観光情報、定住二地域

居住情報等の総合的な情報発信を行った。また、企業単位での予約注文や近隣の飲食店

を対象に日本酒や食材等の配達を行い、首都圏におけるアンテナショップとして県産品

の販売促進・販路拡大を図った。

〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕

視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立）

公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業

の企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメ

ントサイクルの視点

１ 概評

当該法人は、国内外からの観光客の増加と優れた県産品の普及啓発等の各種事業を実施す

るに当たり、観光、物産振興の総合的・一体的な展開を計画的に遂行するため、平成２６年

度から令和２年度まで、東日本大震災の影響や公益法人の認定等の大きな状況の変化を反映

させた中期事業・運営計画に基づいて運営を行っている。令和３年度は新型コロナウイルス

感染拡大の影響や県関連計画策定延期により、当該法人においても第２期中期事業・運営計

画を延長して運営を行った。

計画においては、行政と民間とをつなぐ役割を担うことを基本方針とし、原子力災害の影

響による観光業や県産品の深刻な風評被害の状況を踏まえ、観光と物産の連携強化を図りな

がら事業を実施していくこととしている。

具体的な数値目標を掲げ、その目標を達成するための戦略を記載することによって、中・

長期的な視野に立った運営が可能となっている。令和３年度は第２期中期事業・運営計画の

延長となったため、具体的数値目標は定められなかったものの、令和３年度事業計画書に基

づき運営を行った。

、 、 、一方 環境変化や住民ニーズに対応するため 消費者及び生産者に対するアンケート調査

バイヤーからの情報収集などを行うことによって、当該計画等の修正を行い、年度計画の策

定に反映させるなど短期的なマネジメントサイクルが確立されている。

社会的諸事情（新型コロナウイルス、福島県沖地震）の影響により、指定管理施設等の集

客に影響を受けたものの、今後も、自然災害等からの観光再生の側面での役割は大きく、県

全体の観光や物産振興の民間事業者等とのマネジメント業務を始めとした中核的組織として

の事業実施が期待できる。
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その上で、公益法人にふさわしい事業を実施するとともに、安定した収益の確保に努め、

経営状況や業務量を踏まえた人員の配置や、商品管理や在庫管理の徹底など、コスト削減に

向けた取組を行うことによって、持続可能な経営を行う必要がある。

２ 個別事業の評価

当該法人の実施事業については、平成２５年４月１日に公益法人に移行するに当たって、

いわゆる公益法人認定法の趣旨に従い事業の枠組みを変更している。事業体系については次

のとおりである。

( ) 公益目的事業1
ア 観光振興事業

イ 物産振興事業

( ) 収益事業2
天鏡閣軽食販売事業

○（１）アについて

観光振興事業は、大きく①国内観光誘客の促進、②教育旅行誘致、③海外誘客（インバウ

ンド 、④ホープツーリズム、⑤くろがね小屋・天鏡閣・迎賓館の運営に分けられる。主な）

ものとして次のとおりである。

①については、ホームページ等により、本県の魅力を積極的に発信するとともに、専門家

派遣による地域の観光コンテンツのブラッシュアップを行う等、地域が主体となった観

光地づくりを進めた。

また、コロナ禍で多大な影響を受けている本県観光業の需要拡大を図るため、県内宿

泊者に対する助成と特典クーポンの配布事業を受託実施するなどした。

②については、原子力災害や新型コロナウイルス感染症の影響により誘客が困難な状況で

あるが、学校等への教育旅行誘致キャラバン等をオンラインで実施するとともに、教育

旅行ワンストップ窓口の運営、 ｓに対応した探究プログラム造成等を行った。SDG
③については、外国人専門員による現地目線での情報発信のほか、訪日外国人受入体制強

化のための多言語ホームページ、 等による情報発信を行うとともに、地域の受入体SNS
制の拡充等を行った。

④については、地域の関係団体等と連携したツアー造成、販売、催行を行うとともに、フ

ィールドパートナーの育成事業を実施した。また、ランドオペレーターとしてツアー実

施につなげていく体制やオンラインモニターツアーの実施体制を構築した。

⑤については、新型コロナウイルス感染症の対策を徹底するとともに、天鏡閣におけるイ

ンスタグラム等を活用した情報発信、館内での美術作品展など誘客促進の取組を実施し

たほか、くろがね小屋においても売店売上増のための新たなオリジナル商品の販売や、

誘客促進のための情報発信等の取組強化を行った。

○（１）イについて

物産振興事業においては、大きく①県産品の普及啓発・販路開拓等、②新たな県産品の開

発、③ターゲットを明確にした情報発信に分けられる。

①については、観光物産館、日本橋ふくしま館の運営を通じて、県産品の普及啓発・販路

開拓に努めた。観光物産館は、新聞折込チラシ等により話題商品の紹介等を積極的に行

ったほか、オンラインストア「ふくふくマルシェ」を開設、販路開拓を図り、オープン

以来最高の売上となった。

日本橋ふくしま館は、新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言及び都の協力依頼に

より、臨時休業及び営業時間の短縮となったが、新たに サイト「ミデッテオンライEC
ンストア」の開設や前年度に実施した経営診断に基づき経営改善計画を策定し、適切な

運営に努め売上額は前年度を上回った。また、令和３年度は、県から受託している県産

品流通促進事業の卸販売等による取引先を拡大し、県産品の更なる販路拡大を図った。

②については、同協会が運営する施設での販売状況や顧客の声の事業者へのフィードバッ

クにより、事業者が取り組む県産品の開発に寄与した。

③については、観光物産館において、季節や客層に応じた商品構成を充実拡大し、販売商

品の品揃えを豊富にするとともに、新聞折込チラシによる話題商品の紹介を積極的に行
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ったことにより、過去最高の売上となった。

また、物産展事業については、本県の観光情報と県産品の魅力を一体的に発信し、県

産品の販路拡大と観光客の誘客に向けた事業を実施した。

総じて、物産・観光に関する情報を積極的に発信しており、顧客の声や売上実績等を

事業者にフィードバックするなど、県アンテナショップとしての基本的な役割を果たし

ている。

今後も、新型コロナウイルス感染症拡防止対策を徹底し、県アンテナショップの運営

により、物産を振興していく必要がある。

視点２：経済性・効率性

事業の収支バランスと採算性・収益性の視点

１ 収支バランスの評価

協会としての当期一般正味財産増減額は、１６８，７３３千円と、前年度（１１３，
０６１千円）と比較し、大幅な黒字となった。
これは、新型コロナウイルスを起因とした県事業（新型感染症に係る事業者支援等）の

受託や観光物産館の売り上げ増加による増額である。

２ 経費削減策の評価
事業費において、経費削減を意識しながら運営しているが、令和２年度に提出を受けた

日本橋ふくしま館ＭＩＤＥＴＴＥ経営診断報告書等を基に経営改善に取り組み、なお一層
の経費削減の努力をしていく必要がある。

３ サービス向上策の評価

当該法人はさらなる接遇や顧客のニーズを捉え、運営方法を改善していくとともに、
職員一人一人が観光と物産両方の豊かな知識を持つなど、職員の資質向上を図りながら、

更なる顧客満足度の向上を目指していく必要がある。

〔一次点検評価：公社等の自己点検〕

視点３：課題への対応状況

共通課題１：東日本大震災からの復旧状況

原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況

１ 東日本大震災からの復旧状況

(1) 天鏡閣

ガラスの破損２８１枚、全館の内壁・天井の漆喰壁の広範囲に及ぶ剥離とひび割れ

→ 平成２４年１１月末工事完了

(2) 迎賓館

一部の外壁・内壁の剥離とひび割れ並びに長屋門の外壁のひび割れ

→ 平成２４年５月に工事完了

２ 原子力発電所事故に伴う・損害賠償請求の状況

損害賠償請求額 １，６５１，７８１円（Ｈ２７．８．１～Ｒ２．７．３１分）

（参考：令和２年度計上分 １１０，１１９円）

個別課題１：公益法人認定法の遵守

１ 取組実績

県や市町村、関係団体等と密接に連携し、本県観光と物産の振興のため、各種事業を

積極的に展開し、公益法人にふさわしい事業を実施した。
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・ 感染拡大防止対策やワーケーション等の新たな需要獲得に取り組む宿泊事業者の支援

・ 誘致キャラバンのオンライン実施及び県外の教育旅行関係者と県内旅行先をつないだ

オンラインモニターツアーを実施

・ スポーツ・文化合宿の誘致を図るための受入窓口強化及びＳＤＧｓに対応した探究

プログラムの造成を支援

・ 新型コロナウイルス感染症の収束後を見据えた、地域との連携による訪日観光客向け

のコンテンツの整備、着地型観光販売サイトへの掲載及び地域通訳案内士や地域の核と

なるプレーヤーの育成

・ 教育旅行と企業等研修を中心としてツアーの造成、販売、催行を行うとともに、ラン

ドオペレーターとして旅行会社と連携したツアーの実施

・ ツアー参加者との対話を行うヒューマンの新規確保、フィールドパートナーの人材

育成、宿泊や食事などを提供する施設との連携枠組みの拡大等による受入体制の強化

・ 「県産品選定委員会」による特定施設における取扱商品の公平性及び公正性の確保

・ オンラインストア「ふくふくマルシェ」の運営を通して、自身ではＥＣサイトの運営

が困難な事業者等の県産品の販売促進、販路拡大を支援

・ 単独では販売力の弱い事業者への販路開拓の支援と県産品の流通促進・拡大を図る

ためのＢ Ｂ型(企業間取引)卸売事業の実施to
・ 日本橋ふくしま館における首都圏での県産品の普及啓発、販路開拓、観光・定住二地

域居住情報の発信

・ 各施設での新型コロナウイルス感染症拡大防止策の徹底及び積極的な市町村観光ＰＲ

と県産品の催事等の実施による販路開拓

・ 県有観光施設における適切な管理運営

２ 実績に対する評価

令和３年度の公益目的事業において、県や市町村、関係団体と連携しながら公益法人と

して各種事業を積極的に展開し、観光と物産の振興に努めた。

・ 収支相償判定(収入－費用) １１６，３９３，９５０円

上記剰余金は、令和４年度の財源に充てることとし、公益目的事業の適切な業務※

遂行に活用する。

・ 公益目的事業比率 ９９．７％

個別課題２：人材の確保及び育成による組織運営の充実強化

１ 取組

平成２９年３月に「人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針」を策定し、

組織運営上の課題を抽出し、人材の確保及び育成による組織運営の充実強化の基本的な

考え方を定めた。

(1) 組織運営の課題

・ 現正規職員の能力向上並びに協会を牽引する新規正規職員の採用

・ 自主財源の確保

(2) 取組方針

① 人材の確保･育成

・ 中・長期的に必要な正規職員の採用と業務量に合わせた非常勤職員の労働契約法

も見据えた対応

・ 人材育成に重点を置いた人事配置

・ 各種資格取得を奨励する自己啓発への支援

・ 研修会の開催、外部研修の受講

② 自主財源の確保

・ 安全かつ効率的な基本財産の運用

・ 会費収入の増

・ 県等からの財源の確保
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・ 各施設における収益の確保

・ 経費の削減

２ 実績

(1) 令和３年度中の正規職員の退職者 １名

(2) 令和４年４月１日付けで正規職員採用 ２名

(3) 令和４年４月１日付けで正規職員の昇任 １名

・ 観光部 国内誘客推進課主任 → 教育旅行推進担当課長

(4) 非正規職員の有期労働契約から無期労働契約への転換(改正労働契約法対応)

・ 有期嘱託職員から無期嘱託職員 ６名

(5) 会員の状況

◯ 令和４年３月３１日現在

正会員 ２９６名 賛助会員 ８名 計 ３０４名

◯ 令和３年３月３１日現在

正会員 ２９７名 賛助会員 ８名 計 ３０５名

◯ 令和２年３月３１日現在

正会員 ２９９名 賛助会員 ６名 計 ３０５名

◯ 平成３１年３月３１日現在

正会員 ２８０名 賛助会員 ４名 計 ２８４名

◯ 平成３０年３月３１日現在

正会員 ２０２名 賛助会員 ２名 計 ２０４名

◯ 平成２９年４月 １日現在

正会員 １４６名 賛助会員 ２名 計 １４８名

(6) 各施設の収益の確保については、視点１の１(2)各施設の運営目標と実績に記述

(7) 外部講師による研修の実施

◯ 接客マナー研修

観光物産館及び日本橋ふくしま館等における接客力の向上によるイメージアップを

、 、 （ ） 。図るため 照会職員を対象に 基本的な接客マナーに関する研修 ２回 を実施した

※ ふくしま物産館：令和３年１１月１７日開催

日本橋ふくしま館：令和４年１月２２日開催

◯ 人材育成研修

・ デジタルマーケティング人材育成研修

、 、データ分析及びデータ戦略立案が可能な人材を育成するため 協会職員を対象に

デジタルマーケティング、プロモーション等に関する研修（全７回）を実施した。

・ ライティング・プレスリリース人材育成研修

観光情報発信における的確な情報発信を行う人材を育成するため、協会職員を

対象に、魅力的な文章構成、伝えるべきポイントの抜粋、情報の編集力等に関する

研修（全６回）を実施した。

(8) 同一労働同一賃金への対応

令和３年４月１日付けで同一労働同一賃金など働き方改革関連法が施行されたことに

伴い、協会就業規程等の大規模な改定を行った。

個別課題３：公益目的事業と収益事業の見直し

当協会は、平成２５年４月に公益財団法人へ移行している。

当初は、 公益目的事業１ 福島県内観光の振興事業

公益目的事業２ 福島県産品の振興事業

収益事業 １ 浄土平レストハウスの運営

収益事業 ２ くろがね小屋の運営

収益事業 ３ 天鏡閣軽食販売事業

収益事業 ４ 自動販売機管理事業

、 、として公益認定を受けたところであるが 平成３１年３月２２日福島県より変更認定を受け
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平成３１年４月１日より施行した。

１ 変更後の事業

(1) 公益目的事業

① 観光振興事業

・ 国内誘客推進事業

・ 教育旅行推進事業

・ 海外誘客推進事業

・ ホープツーリズム推進事業

② 県産品振興事業

・ 福島県観光物産館運営事業

・ 日本橋ふくしま館運営事業

・ 物産展事業

・ 県産品流通促進事業

③ 施設管理運営事業

・ くろがね小屋運営事業

・ 天鏡閣、迎賓館運営事業

浄土平レストハウス運営事業は、令和元年３月に管理受託を終了。※

(2) 収益事業

・ 天鏡閣軽食販売事業

２ 課 題

令和３年度については、公益目的事業として新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より落ち込んだ旅行需要の回復を図るための「福島周遊観光支援事業」などの受託事業や

観光物産館の売上げの増により、運営資金が十分に確保された。

しかしながら、１０年国債で運用している基本財産が令和３年度に満期償還を迎え、令

和４年度からの基本財産受取利息が令和３年度の約７７％となるため、自主財源の確保が

難しくなることから、今後の協会の安定的な事業運営と職員の雇用確保を図るため、公益

目的事業の観光事業を始めとする県からの受託事業の積極的な受託や観光物産館等各運営

施設における更なる営業努力と経費の削減を念頭に運営資金の確保に努めなければならな

い。

〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕

視点３：課題への対応状況

共通課題１：東日本大震災からの復旧状況

原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況
特に意見無し。

個別課題１：公益法人認定法の遵守

収支相償について、令和３年度は新型コロナウイルス感染症のための大規模事業（県民

割事業）受託等により一時的に剰余金（１１６，３９３，９５０円）が発生しているが、

令和４年度は大規模事業の受託は見込まれないため、今後解消される見込がある。

今後も引き続き、公益法人認定法を遵守した運営が求められる。

個別課題２：人材の確保及び育成による組織運営の充実強化

平成２９年３月に「人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針」を策定し、今

、 。後の人材確保及び育成に向けての考え方をまとめ 着実に取組んでいることは評価できる

今後も引き続き、適切な人材の確保及び育成による組織運営の充実強化に求められる。
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個別課題３：公益目的事業と収益事業の見直し

平成３１年度に公益目的事業と収益事業の見直しを行ったが、収益事業会計に累積赤字

が

残っている。公益事業会計から収益事業会計への振り替えは困難であるが、新たな収益事

業による収入確保策の検討に努め、累積赤字の縮小に取り組んでいく必要がある。



公社等の名称

設立根拠法令

設立年月日

代表者職氏名

事務所の所在地

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

県所管部・課

設立目的

経営理念・目標等

資本金・基本金 Ｈ２２末 Ｈ３０末 Ｒ１末 Ｒ２末 Ｒ３末 Ｒ４末予定

（単位：千円） 917,600 917,600 917,600 917,600 917,600 917,600

県出資額（単位：千円） 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

（構成比） 54.5% 54.5% 54.5% 54.5% 54.5% 54.5%

２　付表１：公社概要

公益財団法人福島県観光物産交流協会

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律｣

昭和６３年６月１日（平成２０年４月１日３団体統合・平成２５年４月１日公益財団法人移行）

理事長　守 岡　文 浩

福島市三河南町１番２０号

http://www.tif.ne.jp

観光交流局 観光交流課

国内外からの観光客の誘致促進、福島県産品の開発・育成、販路の拡大及び観光・
物産関係施設の整備運営を行うなど、観光・物産振興の総合的・一体的な展開を図
り、福島県の地域経済社会の活性化と多様な交流の拡大及び観光立国の推進に寄
与することを目的とする。

１　経営理念
　　福島県内の物的・人的資源を活用した｢観光と物産」の総合的・一体的な展開を
　図り、本県の地域経済社会の活性化と多様な交流の拡大及び観光立国の推進に
　寄与する。
２　方針
 (1)　中核的機関としての役割
　　　福島県をはじめ行政や民間事業者と連携・強力しながら、また、行政や民間
　　事業者では実施困難な部分について、当協会が中核的機関としての役割を
　　担いながら各種事業を積極的に展開していく。
 (2)　主体性と効率性を備えた健全な法人経営の確立
　　公益法人制度改革の趣旨を踏まえ、｢公益目的事業の適正な実施による公益の
　増進」を図るべく、公益認定基準等に適合した適切な運営体制を築き、効率
　的な経営の改善に努め、継続的かつ安定的な経営基盤の強化を図る。
 (3)　職員の資質向上
　　公益法人としての責任と役割を果たすため、職員の意識改革を進め、プロ意識
　の高い職員の資質向上を図る。
 (4)　法令遵守
　　個人情報・企業情報の守秘義務の堅持はもとより、コンプライアンスを徹底し、
　職務の公正性・透明性の確保に取り組む。
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出資順位 構成比

1 10.9%

1 10.9%

3 4.9%

4 2.2%

4 2.2%

4 2.2%

4 2.2%

主な事業内容
（詳細：付表２）

令和３年度末出資等内
訳

（単位：千円）
※県分を除く。

団体名 出資額

福島県市長会 100,000

福島県町村会 100,000

（株）東邦銀行 45,000

（株）福島銀行 20,000

（公益目的事業）
１　福島県内の観光と物産の振興に関する事業
２　国内外からの観光客の誘致促進に関する事業
３　観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事業
４　ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業
５　ふるさと産品の普及宣伝及び育成販売に関する事業
６　福島県等が所有する観光・物産関係施設等の整備運営に関する事業
７　旅行業法に基づく旅行業
８　その他の公益目的を達成するために必要な事業
（収益事業等）
１　福島県等が所有する観光施設等における食堂及び売店及び宿泊施設経営事業
２　その他前号に定める事業に関連する事業

（株）大東銀行 20,000

東北電力（株） 20,000

東京電力（株） 20,000
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 42,065 33,816 38,633 29,007 皆増 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 1,866,165 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － 2,360 6,230 皆増 皆増

３　付表２：実施事業

1

ふくしまＤＭＯ推進プロジェクト事業

広域的な取組が必要なインバウンドやホープツーリズムの推進を図るため、県域でのDMOの
形成・運営に取り組むとともに、持続可能な観光地づくりに向けて多様な関係者の取組の支援
を行う。

ホープツーリズムを柱に、地域連携DMOとして観光地域づくりを推進する。

・ホープツーリズムのツアー全体のコーディネート及びアテンドができる人材育成のための初任
者研修を実施　14回
・ホープツーリズムの実績
　直接取扱　29回、旅行会社からの手配代行　20回、モニターツアー　2回

2

福島県宿泊事業者感染防止対策等緊急支援事業補助金

感染拡大防止対策及びワーケーション等の新たな需要獲得に取り組む宿泊事業者に対し助成
を行う。

新型コロナウイルス感染症により特に大きな影響を受けている宿泊事業者の事業継続を支援
するとともに、誰もが安心・安全に県内を観光できる環境を整備するため、感染拡大防止策等
を実施する宿泊事業者に対し、補助金を交付する。

・支援件数　1,950件
・支援額　1,815,274千円

3

ふくしま体験周遊受入体制整備事業

磐梯吾妻スカイラインとその周辺温泉地及び自然を活用した体験コンテンツのアピールのた
め、ホームページの運営、受け入れ体制の整備等を行う。

魅力ある山を軸としたツーリズムを展開し、交流人口の増加を図る。

・ホームページ「やまふく」の管理・運営
・自然体験コンテンツについて専門家による検証の実施
・危険箇所を記載したエリアマップの作成
・ロングトレイルエリア告知用チラシの作成
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 1,917 1,881 1,927 974 皆増 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 20,991 14,272 14,273 14,273 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 2,666 2,616 2,618 2,356 皆増 皆増

4

福島県観光誘客促進・情報発信事業

県内外の観光情報を収集しながら、アンケートやAGTを対象とした商談会を通じてニーズ調査
を行う。

県全体の観光情報の取りまとめや発信など観光行政の基本となる業務を行い、観光誘客の増
加に繋げる。

・イベント等出展、アンケート調査　延べ７回
・商談会は新型コロナウイルスの流行により中止

5

福島県観光推進基盤強化事業

本県観光情報の総合発信業務として、ホームページ「ふくしまの旅」の管理運営と旬の季刊情
報誌「ふくしまほんものの旅」の発刊を行う。

観光情報の基本となる発信を充実させ、本県観光のPRによる誘客を図る。

・ホームページ　　　延べページビュー数30,891,855pv
・ほんものの旅　　　秋冬・春夏　通常版各150,000部､JR版各100,000部

6

コンベンション開催支援事業

コンベンションを本県へ誘致するため、他県からの来客が見込まれるコンベンション（国内会
議、国際会議、エクスカーション）開催に対する助成金に係る受付業務等を行う。

コンベンション誘致による風評払拭及び県内の産業振興、地域の活性化を図る。

・受付件数　６件
・延べ宿泊者数　７８７人泊
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事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 29,219 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 49,280 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 47,410 皆増

7

域内観光モデル創出事業

対象地域を選定のうえ、モデルルートの造成、モニターツアーの実施、WEBサイトを通じての情
報発信を行う。

近隣地域内の観光（マイクロツーリズム）の福島県版モデルを創出しコロナ禍を踏まえた新しい
観光のスタイルを確立する。

・地域選定　二本松市岳温泉、相馬市松川浦
・モデルルート　４ルート設計
・モニターツアー　４回
・特設WEBサイトの開設

8

観光情報総合発信事業

福島県版ＤＭＰ（データマネジメントプラットフォーム）を構築する。
観光客の動態分析調査を行い、情報発信の計画の作成及び実施、媒体の選定、効果検証を
行う。また、上記事項を運営できる人材育成を実施する。

観光市場の動向を分析し、情報発信戦略の立案や試行・効果検証にいたるＰＤＣＡサイクルの
運用、中長期的に福島ブランドの確立や福島県観光への旅マエ動機付けを高める。

・福島県版ＤＭＰ構築
・情報発信　７回
・専門講師の招聘による講座の開催
　デジタルマーケティング人材育成講座　全７回開催及び実践課題
　ライティング人材育成講座　　　 　　　　　全３回開催及び実践課題
　プレスリリース人材育成講座　　 　　　　 全３回開催及び実践課題

9

観光コンテンツブラッシュアップ支援事業

対象地域を選定のうえ、アドバイザーの派遣等によりコンテンツの磨き上げを行う。

各地域の観光コンテンツが抱える課題の抽出、課題解決に資する専門家の派遣を行い、地域
の強み・特徴の明確化、ターゲティング・マーケティングへの助言を行う。

・地域選定　6か所（北塩原村・猪苗代町、いわき市、相馬市、二本松市、田村市、玉川村）
・磨き上げを実施したコンテンツ　21件
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 1,766 748 747 748 748 42.0% 42.0%

事業名 福島県観光周遊宿泊支援対策事業 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － 1,186,958 4,382,057 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 1,213 11,261 11,055 11,056 11,056 911.5% 911.5%

10

５県ループ交流事業

首都圏や東北圏等から北関東磐越5県のループ状の高速自動車道ネットワークを活用し、誘客
及び域内交流を促進する。

北関東磐越5県のループ状ネットワークを利用し、首都圏及び関東圏からの誘客及び域内交流
を促進する。

5県ループホームページにおいて、5県の特色を生かした観光素材特集を、季節に応じて展開

11

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により落ち込んだ旅行需要の回復を図るため、県内宿
泊者に支援を行う。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により落ち込んだ旅行需要の回復を図るため、県内宿
泊者に支援を行う。

・一人一泊あたり最大1万円支援及び加盟店で使用可能な2,000円の特典クーポンの配付
・宿泊助成　450,754人泊　3,008,384千円
・特典クーポン　901,508千円

12

ふくしま教育旅行誘致促進事業

教育旅行を担当する旅行会社を対象にICTを活用したオンラインキャラバンを実施し、本県の

教育旅行をPRするとともに、ワンストップ窓口やホームページを通じた情報発信を行う。

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、本県教育旅行の誘致を図る。

・各地へのオンラインキャラバンの実施＜計17回　128名　72社　参加＞
・教育旅行ワンストップ窓口　問い合わせ対応件数　272件
・県と連携した教育旅行入込調査の実施
　調査対象施設　562件（延べ宿泊数99,361人泊 / 学校数1,823校）
・「ふくしま教育旅行」ホームページ運営管理　アクセス件数　1,993,023件
・教育旅行で本県を訪れた県内外の学校の取材活動やメルマガの発信　29,908件
・東北観光推進機構等セミナー等へ参加（4回）するとともに、商談会の開催
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事業名 合宿の里ふくしま復興事業 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 3,513 44,797 41,387 15,139 15,455 430.9% 439.9%

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 21,120 37,316 19,816 35,926 皆増 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 27,697 皆増

13

県内で地域連携し合宿誘致に取組む団体に対し、連携や誘致活動に係るPRツール（パンフ
レット、WEB、動画等）を作成し、本県の合宿の魅力をポータルサイト等で情報発信を行う。

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、広く本県の合宿受入関連の情報を発信
し、合宿誘致促進を図る。

・関係団体への支援（パンフレット、WEBサイト、PR動画の作成）
　南会津エリア、二本松エリア、郡山エリア
・福島県総合合宿ポータルサイトの運営
・合宿誘致オンラインキャラバンの実施　2回
・教育旅行系新聞への広告掲載による情報発信

14

教育旅行魅力発信強化事業

県外の教育旅行関係者を対象としたモニターツアーの実施。一般旅行とホープツーリズムを組
み合わせたモデルコースの造成、新学習指導要領に適応したSDGs視点を踏まえた新たな探
求プログラムの造成や学習ノートの作成を行う。

県内教育旅行の学習効果や魅力について情報発信を行うとともに、プログラムの磨き上げを行
い、教育旅行の誘致促進につなげる。

・教育旅行に関するオンラインモニターツアー　3回
・SDGs探求プログラム造成　38プログラム
・SDGs対応学習ノート作成
・ホープツーリズムに関するモニターツアー　9件（内オンラインツアー7件）
・ホープツーリズムに関するガイドブック等の改訂及び印刷　18,000部

15

ワーケーションを活用した観光支援事業

新型コロナウイルス感染症により注目を集める新たな就業形態「ワーケーション」に焦点を当
て、ワーケーションに関心の高い地域からモデル地域を3か所選出し、各地域の受入環境整備
とプロモーションの取り組みに関し支援を行う。

「ワーケーション」に焦点を当て、ウィズコロナ時代の働き方であり旅行スタイルである滞在型観
光を普及させ、宿泊事業者と連携し宿泊需要の創出や交流のきっかけづくりを図り、新たな観
光誘客に繋げていく。

・ワーケーションモデル地域　モニターツアー　5回
・宿泊施設における環境整備
　支援施設数：52施設
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事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 38,182 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 2,566 4,788 0 2,132 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － 2,000 1,819 728 皆増 皆増

16

DMOデジタルコンバーション事業

地域と連携し訪日客向けコンテンツを整備し、多言語ＷＥＢサイト「Fukushima Travel」に掲載し
て試験販売に向けた準備を進めるとともに、各地域において地域通訳案内士の活用や地域の
核となるプレーヤーの育成に取り組む。また、新型コロナウイルス感染症に関する衛生対策や
新たな旅行トレンド、浜通りの復興の姿などを海外に向けて情報発信する。

県内の観光コンテンツの新規創出と磨き上げを行い、コンテンツの継続的な管理と提供体制の
構築を地元と連携して行う。また、そのコンテンツを軸に、BtoCとBtoBにおける販売施策をデジ
タルを中心に実施し、実際のコンバージョンへと結びつける。

・コンテンツ造成　8地域　10コンテンツ
・SNSを活用した情報発信
・多言語WEBサイト　1,403,754ｐｖ
　内訳　英語　1,171,513pv、簡体　134,114pv　韓国　48,365ｐｖ　ベトナム　43,762pv

17

国際教育旅行誘致促進事業

台湾から国際旅行誘致を図るため、現地における福島県教育旅行セミナーの開催や教育旅行
関係者を本県に招聘して、本県の正しい情報や教育旅行素材のPRなどを行い、海外からの教
育旅行誘致を行う。

海外の学校との交流受入校を増加させ、受入体制の強化を図ることで、海外からの教育旅行
誘致を図る。

・オンラインセミナー　3回（台湾3地域）
・フォローアップセールス　13校

18

福島県MICE誘致に係るエクスカーション誘客促進事業

「都市間連携によるMICE誘致の推進に係る基本協定」に基づき東京都内で開催されたMICEに
伴うエクスカーションを本県に誘致するためのプロモーションを行う。

東京都内で開催されたＭＩＣＥに伴うエクスカーションの本県への誘致に向けて、外国人向けに
本県の興味関心を喚起する。

・ファムトリップ　1回　（TTGmice　日本語特派員1名、東京観光財団1名　カメラマン1名）
・記事掲載　TTGmice 1回
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － 1,600 2,000 皆増 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 3,224 皆増

事業名 ホープツーリズム推進事業 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － 8,010 9,240 皆増 皆増

19

福島県宿泊事業者受入環境整備緊急対策事業申請サポート業務

宿泊施設における感染症対策を徹底的に進め、宿泊者に安全・安心を提供するため、観光庁
の補助金を活用して感染症対策を含む施設の受入環境整備を行う事業者に対して、問い合わ
せ対応、申請書提出のサポート及び申請書類の受付を行う。

新型コロナウイルス感染症対策を含む受入環境整備の補助に係る申請書提出のサポート及び
受付事務を行うことにより、宿泊事業者の受入環境整備を促進する。

・バリアフリー化促進　5件

20

「SUMRAI　SPIRIT　TOURISM」PR等事業

福島県内に今も受け継がれるラストサムライの精神・文化を体感する旅「SAMURAI SPIRIT
TOURISM」等について、東京都オリンピック・パラリンピックを契機とし、イベント出展を通したＰ
Ｒを実施。また、海外メディア活用して相馬野馬追に関する情報発信を行う。

サムライの精神・文化を体感する旅「SAMURAI SPIRIT TOURISM」等について、東京オリンピッ
ク・パラリンピックを契機としてファムツアーやイベント出展を通してＰＲを実施する。

・イベント出展　1回
・海外メディアへの記事掲載　Tokyo Weekender　1回

21

ホープツーリズムの誘客促進を図るため、企業関係者を招聘し、企業の人材育成研修に関す
るプログラム及びモデルコースの造成・磨き上げを行う。また、受け入れ体制を強化するため、
ツアーのアテンド及びファシリテイト等を行うフィールドパートナーの現地研修等を行う。

福島でしか実施できない学びのツアー「ホープツーリズム」を核として、県内観光復興の推進を
図る。

・ツアーの全体コーディネート・アテンドができる人材育成のためのスキルアップ研修 　8回
・ホープツーリズム企業等の人材育成研修向けの研修プログラム及びモデルコースの造成
・フィールドパートナー用の参考資料の作成（電子データのみ）
・上記参考資料を抜粋し、ツアー参加者への配布資料の作成　4,000部
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 17,428 30,241 9,038 9,900 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R１決算 R２決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 30,752 60,390 66,270 65,948 67,447 214.5% 219.3%

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 4,288 7,583 6,408 4,932 皆増 皆増

22

ホープツーリズム総合窓口整備・運営事業

ターゲットを「教育旅行」、「企業等研修」に設定し、モニター事業ではモデルコースづくりを進め
るとともに、ホームページ、事例集等による情報発信やこれまでの実施学校・団体等への提案
を通じて、ツアー販売を行う。

ホープツーリズムを推進していく上で必要となる窓口の運営や、モデルコースの造成、ブラン
ディン等を行う。

・旅行会社、学校、団体等のニーズに対するホープツーリズム関連コンテンツ、プログラムの情
報提供、マッチング等を行う総合窓口の整備・運営
・定期的なコンテンツ等の情報収集・WEBサイトへの掲載。　54コンテンツ
・情報発信WEBサイトの管理

23

観光物産館管理運営業務

福島県観光物産館の管理運営を県から受託(指定管理）し、県産品の展示販売を行う。

売上高

売上高
　　２２年度　２４５，４２９千円　　３０年度　５５２，２９３千円　　Ｒ１年度　６５８，７４０千円、
　　Ｒ２年度　７４０，８８５千円　　Ｒ３年度　７５２，５６０千円

24

福島県緊急雇用創出事業（新型コロナウィルス感染症対応事業）

風評からの県産品の販路回復と拡大を図るため、新規雇用者１名を雇用し、人材育成を行う。
（元年度までは、県産品の販路回復と販路拡大を図るため、事業者向けのセミナー開催。
　２年度は、原子力災害対応雇用支援事業として実施。）

雇用機会の創出

雇用実績
　・Ｒ２年度　　２名雇用
　・Ｒ３年度　　１名雇用
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 167,297 164,428 158,829 178,208 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 6,532 5,753 5,752 5,752 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R1/H22 R2/H22

（単位：千円） － 660 648 660 660 皆増 皆増

25

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」運営事業

県から首都圏における情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の管理運営を受託する。

早期の風評払拭と「ふくしま」のイメージ回復を図るため、県産品の魅力をＰＲするとともに復興
に向かう「ふくしまの今」を発信する。

・年間来館者　　　　３０５，２９４人　　　　  ・催事出展件数　　　１５６件
・売上高（税抜） 　　３４１，４０７千円　   　・マスコミ取材件数　　８７件

26

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」にぎわい創出ＰＲ事業

日本橋ふくしま館の認知度向上及び来館者の増加と賑わい創出を図るための催事や広報等を
実施する。

日本橋ふくしま館の来館者数と売上実績

・年間来館者数　　　　 ３０５，２９４人
・売上額（税抜）　　　　 ３４１，４０７千円

27

東京都内情報発信拠点を活用した移住促進事業

観光関連施設と連携しながら、首都圏から本県への移住に関する魅力を情報発信するととも
に、県が都内に設置している移住相談窓口への具体的な相談につなげ、本県への定住・二地
域居住を推進する。

相談件数

観光相談、定住・二地域居住相談件数　　１４６件
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事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 15,455 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 　－ 9,791 8,050 5,470 11,634 皆増 皆増

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

開催回数 ２２年度６０回 ３０年度７５回 Ｒ１年度８１回 Ｒ２年度４１回 Ｒ３年度５０回

売上高 431,561千円 389,335千円 384,191千円 131,715千円 158,122千円

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 8,797 3,203 3,968 927 562 10.5% 6.4%

28

首都圏を中心とした県産品風評対策事業

県産品風評対策事業として、日本橋ふくしま館において水産フェアを３回開催するとともに、雑
誌等情報発信媒体を活用した県産品のＰＲ、来場者へのアンケート実施する。

売上高、情報発信媒体による県産品ＰＲ

・水産物フェアを３回開催。
　　４．１．１４（金）～１６日（日）　　　４．２．４（金）～６日（日）　　４．２．２５（金）～２７日（日）
・売上額（税込）　　１，６００千円
・各フェア初日に、飲食コーナーから中華、イタリアン、洋食の各シェフによるインスタライブ（ＮＨ
Ｋ「みんなのきょうの料理」を生中継。　（ライブ視聴者６，２２６人、動画再生回数　延べ３１，３７
５回）

29

県産品情報発信連携事業（県観光物産交流協会連携事業）

県産品の風評払拭、販路回復・拡大を図るため、大阪サテライトショップの運営を行う。
　（開設：平成３０年７月１７日）

売上高

売上高
　　Ｒ元  　 ６，５７３千円
 　 Ｒ２  　１０，６８６千円
  　Ｒ３ 　   ６，９６６千円

30

主催物産展等開催事業

本県の優れた県産品の販路拡大を図るため、国内各地で物産展を開催する。

開催回数　売上高
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － 11,923 11,909 15,430 皆増 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 18,040 皆増

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － － － － 11,990 皆増

31

県産品流通促進卸売事業

単独では販売力の弱い事業者の販路開拓を支援し、県産品の流通促進・拡大を図るため、展
示・商談会等で開拓した小売店等へ営業活動を行い、ＢｔｏＢ型の卸売事業を行う。

卸売額

卸売額
　 Ｒ１　　　１８，６９１千円
　 Ｒ２　　　４７，３１９千円
　 Ｒ３ 　　 ７５，９４６千円

32

県産品流通促進県産品ＥＣサイト活用事業

県産品の需要拡大、販路拡大を目的としたＥＣサイトを構築し、管理運営を行う。
（自身ではＥＣサイトの立ち上げや運営管理が困難な事業者に代わり、ＥＣサイトで商品販売）

売上高、商品掲載数

・令和３年９月１日開店
・商品掲載数　２８３商品（うち代行販売対象商品　６０商品）
・売上額　３，３８０千円（税抜）

33

県産品流通促進県産品デジタルアーカイブス事業

協会ホームページに県産品の写真・動画を掲載する「県産品アーカイブス」ページを構築する。

県産品デジタルアーカイブスページの構築、掲載素材数

掲載素材（素材点数　３００点）
　・写　真　　　８，７１８枚
　・動　画　　　　　８３５本
　・音　声　　　１，１１１本
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R３決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 17,565 32,043 33,370 31,050 25,428 176.8% 144.8%

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 26,290 20,799 21,110 18,227 19,763 69.3% 75.2%

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） 8,546 8,504 8,760 9,640 9,751 112.8% 114.1%

34

くろがね小屋の運営

県から委託を受け、くろがね小屋を管理運営する。

くろがね小屋の施設、設備及び備品の適切な管理と利用しやすい山小屋の運営

・　売上高
　　　H22年度 17,970千円　H30年度 33,801千円　R1年度 33,313千円
　　　R2年度 16,641千円　R3年度 23,084千円
・　利用者数
　　　H22年度 2,842人　H30年度 5,406人　R1年度 5,236人　R2年度 2,393人　R3年度 3,023人
　※　新型コロナウイルス感染症の影響により大幅な赤字となり、県より10,611千円の補填を受けた｡

35

天鏡閣管理運営事業

県から指定管理者の指定を受け、天鏡閣を管理運営する。

天鏡閣の適正な管理・運営

・　県からの委託経費
　　　H22年度 11,928千円　H30年度 11,386千円　R1年度 11,386千円
　　　R2年度 213,475千円　R3年度 11,650千円
・　入館者数
　　　H22年度 25,006人　H30年度 24,748人   R1年度 24,070人
　　　R2年度 10,904人　R3年度 13,254人
・　入館料
　　　H22年度 7,585千円　H30年度 7,496千円　R1年度 7,315千円
　　　R2年度 3,273千円　R3年度 3,949千円
　※　新型コロナウイルス感染症の影響により大幅な赤字となり、県より1,796千円の補填を受けた｡

36

迎賓館管理運営事業

県から委託を受け、福島県迎賓館を管理運営する。

・迎賓館の適正な管理・運営
・迎賓館の特別公開の実施

・　県からの委託経費（補助金を含む・実費弁償）
　　　H22年度 8,546千円　H30年度 8,504千円　R1年度 8,760千円
　　　R2年度 9,480千円　R3年度 9,839千円
・　迎賓館庭園の入園者数
　　　H22年度 3,834人　H30年度 3,412人　R1年度 3,396人
　　　R2年度 1,494人　R3年度 1,255人
　※　特別公開入館者    H30年度 1,045人　R1年度 793人　R2年度 363人　R3年度 359人
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事業名 天鏡閣軽食販売事業 継続事業 収益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

（単位：千円） － 3,300 3,842 1,967 2,190 皆増 皆増

37

天鏡閣の館内及び屋外売店において、軽食及び土産品を販売する。

売上目標額 5,265千円

売上高
　H30年度 3,702千円　R1年度 3,939千円　R2年度 1,982千円　R3年度 2,724千円
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H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

963,099 1,997,587 2,115,771 3,246,303 8,377,870 337.1% 869.9%

918,085 1,785,388 1,937,964 3,087,557 8,106,063 336.3% 882.9%

うち基本財産運用収入 10,970 11,151 11,151 11,023 8,022 100.5% 73.1%

うち事業収入 584,174 1,131,822 1,146,615 1,144,173 1,249,966 195.9% 214.0%

うち補助金等 322,941 642,415 766,842 1,900,777 6,837,571 588.6% 2117.3%

うち借入金 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

うち特定預金取崩 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

45,014 212,199 177,807 158,746 271,807 352.7% 603.8%

870,864 1,819,780 1,957,025 2,974,496 7,937,330 341.6% 911.4%

うち人件費総額 306,057 404,766 394,666 379,874 398,332 124.1% 130.1%

うち管理費（除人件費） 12,483 2,198 1,477 584 3,154 4.7% 25.3%

うち事業費（除人件費） 527,632 1,412,816 1,548,804 2,593,796 7,535,602 491.6% 1428.2%

③　当期収支差額※２ 47,221 △ 34,392 △ 19,061 113,061 168,733 239.4% 357.3%

④　次期繰越収支差額※１ 92,235 177,807 158,746 271,807 440,540 294.7% 477.6%

1,214,827 1,399,656 1,303,965 1,590,548 2,816,730 130.9% 231.9%

流動資産 174,233 318,710 255,026 532,955 1,610,034 305.9% 924.1%

固定資産 1,040,594 1,080,946 1,048,939 1,057,593 1,206,696 101.6% 116.0%

144,396 303,804 227,496 401,338 1,456,524 277.9% 1008.7%

流動負債 126,878 290,109 206,677 380,519 1,435,704 299.9% 1131.6%

うち借入金 12,516 0 0 0 0 0.0% 0.0%

固定負債 17,518 13,695 20,819 20,819 20,819 118.8% 118.8%

うち借入金 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

1,070,430 1,095,852 1,076,469 1,189,210 1,360,206 111.1% 127.1%

うち当期増減額 47,221 △ 34,392 △ 19,061 113,061 168,733 239.4% 357.3%

区　　　分

収
支
の
状
況

①　収入

当期収入合計

前期繰越収支差額※１

②　支出

４　付表３：経営状況

財
産
の
状
況

①　資産

②　負債

③　正味財産
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５　付表４：経営分析

H２２決算 H３０決算 R1決算 R2決算 R3決算 R2/H22 R3/H22

①公益事業比率 28.7 90.0 98.3 99.3 99.7 346.0% 347.3%

支出額計 870,864 1,819,780 1,957,025 2,974,496 7,937,330 341.6% 911.4%

公益事業支出額 250,047 1,638,101 1,922,913 2,955,103 7,912,041 1181.8% 3164.2%

収益事業支出額 620,817 159,367 3,842 1,967 2,190 0.3% 0.4%

②直営事業比率 20.4 94.2 96.5 96.5 91.7 473.0% 449.3%

支出額計 216,447 1,795,387 1,926,755 2,957,069 7,914,231 1366.2% 3656.4%

直営事業支出額 177,604 1,691,109 1,858,444 2,766,156 7,254,651 1557.5% 4084.7%

再委託事業支出額 38,843 104,278 68,311 190,913 659,580 491.5% 1698.1%

75.1 8.8 0.2 0.07 0.03 0.1% 0.0%

⑤施設等稼働率

11.6 5.6 4.2 2.9 24.0 25.0% 206.6%

105.4 109.9 81.0 140.1 112.1 132.9% 106.4%

10.6 1.2 0.9 0.6 0.3 5.7% 2.4%

35.1 22.2 20.2 12.8 5.0 36.5% 14.3%

1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 0.0%

3,874 4,352 4,111 3,916 4,238 101.1% 109.4%

9,280 12,170 11,944 11,796 13,298 127.1% 143.3%

68.9 78.1 84.4 81.7 3.9 118.6% 5.7%

20.7 34.0 33.0 33.2 29.1 160.4% 140.4%

区　　     分

③自主事業比率
 （自主事業／支出額計)

④施設等利用人数
（行政客体）

⑥補助金等依存率
 （補助金額／当期収入合計）

⑦流動比率
 （流動資産／流動負債）

⑧管理費比率
 （管理費／支出額計）

⑨人件費比率
 （人件費／支出額計）

⑩借入金依存率
（借入金／資産）

⑪一人当たりの人件費
 （人件費／総職員）

⑫一人当たりの事業収入
 （事業収入／総職員）

⑬補助金等に含まれる人件費比率
（人件費／補助金等）

⑭事業収入に含まれる人件費比率
（人件費／事業収入）
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５　付表４－２：経営分析

（単位：千円）

金額

利率

⑮長期借入金の状況（令和３年度決算の内訳）

借入先 返済予定目　　　的

該当なし
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６　付表５：組織人員体制

１　役職員の状況

H２２末 H３０末 Ｒ１末 Ｒ２末 Ｒ３末 Ｒ４(4/1) R３/H22 R４/H22

常勤役員 2 2 2 2 2 2 100.0% 100.0%

プロパー

民間

県ＯＢ 2 2 2 2 2 2 100.0% 100.0%

県現職派遣

その他

非常勤役員 23 9 9 9 9 9 39.1% 39.1%

民間 20 8 8 8 8 8 40.0% 40.0%

県ＯＢ

県現職 1 1 1 1 1 1 100.0% 100.0%

その他 2 　 　 　 　 － －

25 11 11 11 11 11 44.0% 44.0%

常勤職員 22 27 27 27 25 27 113.6% 122.7%

プロパー 16 19 19 19 17 18 106.3% 112.5%

民間 2 4 4 4 4 4 200.0% 200.0%

県ＯＢ 1 1 1 1 2 － －

県現職派遣 3 3 3 3 3 3 100.0% 100.0%

その他 1 　 　 　 　 － －

非常勤職員 57 66 70 70 69 64 121.1% 112.3%

嘱託員 25 33 33 31 31 28 124.0% 112.0%

臨時職員 32 33 37 37 36 35 112.5% 109.4%

人材派遣 2 2 1 － －

その他     

79 93 97 97 94 91 119.0% 115.2%

２　職員の年齢構成(令和４年7月１日現在）

～30歳 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56～60 61～

プロパー 　 3 1

民間 1 1 1 1

県ＯＢ 2

県現職派遣 　 1 1

その他

合計 0 0 0 1 2 4 2 3

プロパー 　 2 1 4 4 3  

民間 　

県ＯＢ

県現職派遣 1

その他

合計 0 2 2 4 4 3 0 0

0 2 2 5 6 7 2 3

(単位：人）

区分

役
員

（
監
事
含
む

）

合　　計

職
員

合　　計

(単位：人）

区　分

管
理
職
員

一
般
職
員

総計
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７　付表６：県の関与状況

H２２決算 H３０決算 Ｒ１決算 Ｒ２決算 Ｒ３決算 Ｒ４当初 R3/H22 R4/H22

321,701 601,249 763,564 1,898,099 6,823,871 2,733,545 2121.2% 849.7%

106,494 100,105 80,958 86,015 1,942,578 69,675 1824.1% 65.4%

  

185,018 472,004 652,759 1,779,997 4,850,926 2,633,531 2621.9% 1423.4%

30,189 29,140 29,847 32,087 30,367 30,339 100.6% 100.5%

27,790 0 0 0 0 0 － －

23,798 0 0 0 0 0 － －

3 3 3 3 3 3 100.0% 100.0%

2 2 2 2 2 2 100.0% 100.0%

県ＯＢ 2 2 2 2 2 2 100.0% 100.0%

県現職派遣

上記以外の職員

1 1 1 1 1 1 100.0% 100.0%

三役

部局長 1 　 　 　 － －

県ＯＢ

上記以外の職員 1 1 1 1 1 － －

0 0 0 0 0 0 － －

1 1 1 1 1 1 100.0% 100.0%

1 1 1 1 1 － －

1 　 　 　 － －

2 3 3 3 3 3 150.0% 150.0%

　 2 2 2 2 2 － －

2 1 1 1 1 1 50.0% 50.0%

助成金

交付金

委託料

指定管理料

②貸付金

常勤役員

非常勤職員

⑥監事就任

区　　分

財
政
的
関
与

①補助金等

補助金

部局長

上記以外の職員

⑧職員派遣

③損失補償額（契約額）

④債務保証額（契約額）

人
的
関
与

⑤役員就任（監事を除く）

管理職員

一般職員

三役

部局長

上記以外の職員

⑦評議員就任
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別紙１　　　　　　　県の財政的関与（支援）の内訳

８　別紙１
名　　　　　　称 Ｒ３決算額

補助等の目的 （単位：千円）

公益財団法人福島県観光物産交流協会事業等補助金

事業運営にかかる人件費・運営費の補助

ふくしまＤＭＯ推進プロジェクト事業

ホープツーリズムを柱に、地域連携DMOとして観光地域づくりを推進する。

福島県宿泊事業者感染防止対策等緊急支援事業補助金

新型コロナウイルス感染症により特に大きな影響を受けている宿泊事業者
の事業継続を支援するとともに、誰もが安心・安全に県内を観光できる環境
を整備するため、感染拡大防止策等を実施する宿泊事業者に対し、補助金
を交付する。

補助金額合計 1,942,578

　

委託料 ふくしま体験周遊受入体制整備事業

魅力ある山を軸としたツーリズムを展開し、交流人口の増加を図る。

福島県観光誘客促進・情報発信事業

県全体の観光情報の取りまとめや発信など観光行政の基本となる業務を
行い、観光誘客を図る。

コンベンション開催支援事業

コンベンション誘致による風評払拭及び県内の産業振興、地域の活性化を
図る。

　 域内観光モデル創出事業

近隣地域内の観光（マイクロツーリズム）の福島県版モデルを創出しコロナ
禍を踏まえた新しい観光のスタイルを確立する。

観光情報総合発信事業

観光市場の動向を分析し、情報発信戦略の立案や試行・効果検証にいたる
ＰＤＣＡサイクルの運用、中長期的に福島ブランドの確立や福島県観光への
旅マエ動機付けを高める。

観光コンテンツブラッシュアップ支援事業

6,230

974

2,356

29,219

49,280

区分

補助金

負担金

交付金

47,407

1,866,164

　

29,007

8-1



別紙１　　　　　　　県の財政的関与（支援）の内訳

名　　　　　　称 Ｒ３決算額

補助等の目的 （単位：千円）
区分

各地域の観光コンテンツが抱える課題の抽出、課題解決に資する専門家の
派遣を行い、地域の強み・特徴の明確化、ターゲティング・マーケティングへ
の助言を行う。

５県ループ交流事業

北関東磐越５県のループ状ネットワークを利用し、首都圏及び関東圏から
の誘客及び域内交流を促進する。

福島県観光周遊宿泊支援対策事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により落ち込んだ旅行需要の回復を
図るため、県内宿泊者に支援を行う。

ふくしま教育旅行誘致促進事業

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、本県教育旅行の誘致
を図る。

合宿の里ふくしま復興事業

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、広く本県の合宿受入関
連の情報を発信し、本県への合宿誘致促進を図る。

教育旅行魅力発信強化事業

県内教育旅行の学習効果や魅力について情報発信を行うとともに、プログ
ラムの磨き上げを行い、教育旅行の誘致促進につなげる。

ワーケーションを活用した観光支援事業

「ワーケーション」に焦点を当て、ウィズコロナ時代の働き方であり旅行スタ
イルである滞在型観光を普及させ、宿泊事業者と連携し宿泊需要の創出や
交流のきっかけづくりを図り、新たな観光誘客に繋げていく。

DMOデジタルコンバーション事業

県内の観光コンテンツの新規創出と磨き上げを行い、コンテンツの継続的な
管理と提供体制の構築を地元と連携して行う。また、そのコンテンツを軸
に、BtoCとBtoBにおける販売施策をデジタルを中心に実施し、実際のコン
バージョンへと結びつける。

国際教育旅行誘致促進事業

海外の学校との交流受入校を増加させ、受入体制の強化を図ることで、海
外からの教育旅行誘致を図る。

福島県ＭＩCＥに係るエクスカーション誘客促進事業

東京都内で開催されたＭＩＣＥに伴うエクスカーションの本県への誘致に向
けて、外国人向けに本県の興味関心を喚起する。

福島県宿泊事業者受入環境整備緊急対策事業申請サポート業務

728

4,382,057

47,410

748

11,056

15,455

38,182

27,697

35,926

1,950
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別紙１　　　　　　　県の財政的関与（支援）の内訳

名　　　　　　称 Ｒ３決算額

補助等の目的 （単位：千円）
区分

新型コロナウイルス感染症対策を含む受入環境整備の補助に係る申請書
提出のサポート及び受付事務を行うことにより、宿泊事業者の受入環境整
備を促進する。

　 「SUMRAI　SPIRIT　TOURISM」PR等事業

サムライの精神・文化を体感する旅「SAMURAI SPIRIT TOURISM」等につい
て、東京オリンピック・パラリンピックを契機としてファムツアーやイベント出
展を通してＰＲを実施する。

ホープツーリズム推進事業

福島でしか実施できない学びのツアー「ホープツーリズム」を核として、県内
観光復興の推進を図る。

ホープツーリズム総合窓口整備・運営事業

ホープツーリズムを推進していく上で必要となる窓口の運営や、モデルコー
ス造成、ブランディング等を行う。

福島県緊急雇用創出事業（新型コロナウィルス感染症対応事業）

県産品販路拡大支援、福島県観光物産館催事出展者開拓・出展支援

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」運営業務

首都圏情報発信拠点施設「日本橋ふくしま館」の運営

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」にぎわい創出ＰＲ事業

日本橋ふくしま館における賑わい創出を図るための催事や広報等

東京都内情報発信拠点を活用した移住促進事業

日本橋ふくしま館を拠点として本県への定住・二地域居住を推進

首都圏を中心とした県産品風評対策事業

「日本橋ふくしま館」での水産フェア開催

県産品情報発信連携事業（県観光物産交流協会連携事業）

大阪サテライトショップの運営

県産品流通促進卸売事業

小売店等へ営業活動を行い、ＢｔｏＢ型の卸売業務

2,000

5,752

9,900

11,634

3,224

9,240

4,932

84,440

660

15,455

15,430

8-3



別紙１　　　　　　　県の財政的関与（支援）の内訳

名　　　　　　称 Ｒ３決算額

補助等の目的 （単位：千円）
区分

県産品流通促進県産品ＥＣサイト活用事業

県産品ＥＣサイトの構築・運営業務

 県産品流通促進県産品デジタルアーカイブス事業

県産品デジタルアーカイブスページの構築、管理運営業務

 福島県県産品応援商品券事業

新型コロナウイルス感染症により低迷する県産品の消費回復・拡大するた
めの商品券発行事業

迎賓館等管理運営業務

迎賓館等の管理及び運営業務委託

委託料合計 4,850,926

指定管理料 福島県観光物産館の管理に関する基本協定・年度協定

福島県観光物産館の管理・運営業務（指定管理者）

天鏡閣の管理に関する基本協定・年度協定

天鏡閣の管理・運営業務（指定管理者）

指定管理料合計 30,367

貸付金 　 　

　

貸付金合計 　

損失補償額

損失補償額合計 　

債務補償額

債務保証額合計 　

2,525

11,990

11,650

6,436

18,040

18,717
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９　別紙２ (令和４年６月末現在)

当初就任日

現任期満了日

R4.4.1

Ｒ５．６

H25.4.1

Ｒ５．６

R2.4.1

Ｒ５．６

H25.4.1

Ｒ５．６

R3.4.1

Ｒ５．６

R4.6.27

Ｒ５．６

R3.6.28

Ｒ５．６

H25.4.1

Ｒ５．６

R4.6.27

Ｒ５．６

R1.6.25

Ｒ５．６

R3.6.28

Ｒ５．６
千葉　純久 〃 （一社）福島県銀行協会　常務理事

遊佐　正広 〃 福島県農業協同組合中央会  参事兼会長室長

監事

佐々木　一男 〃
（公社）福島県食品衛生協会　専務理事兼事務局
長

浜田　正隆 〃
(一社）日本旅行業協会東北支部
福島県地区委員会　委員長

安田　清敏 〃 福島県町村会　常務理事兼事務局長

今野　一宏 〃 福島県観光交流局　次長

佐藤　洋平 〃 （株）うすい百貨店　取締役　営業副本部長

常務理事 中村　伸裕 常勤　 元保健福祉部次長

理　事

遠藤　淳一 非常勤 福島県温泉協会　会長

理事長  守岡　文浩 常勤　 元避難地域復興局長

副理事長 小口　憲太朗 非常勤 福島県旅館ホテル生活衛生同業組合  常務理事

役員の状況

区分 定数 氏　　名
常勤・非常

勤の別
職　　名
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